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CISGにおける代金減額請求権





した救済手段である。2017 年 5 月に成立した改正日本民法 563 条も引渡された目的物が種類、
品質または数量に関して契約不適合の場合における買主の代金減額請求権について規定してい
る。国際ルールである CISG（United Nations Convention on Contracts for the International 









た救済手段である 1。2017 年 5 月に成立した改正日本民法 563 条も引渡された目的物が種類、品
質または数量に関して契約不適合の場合における買主の代金減額請求権について規定している。
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　国際物品売買契約に関する国際連合条約（United Nations Convention on Contracts for the 
International Sale of Goods（CISG）は、1964 年の国際物品売買契約の成立についての統一法
（Uniform Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods（ULF））およ
び国際物品売買についての統一法（Uniform Law on the International Sale of Goods （ULIS））
を基礎に国際連合国際商取引法委員会（United Nations Commission on International Trade 








て、 ULIS46 条と同様に引渡時とされた 11。






















　CISG46 条 2 項、3項、および沿革に従って物品不適合の概念に 41 条以下の権利の瑕疵は含ま
ない趣旨で解釈されなければならない18。数量過不足の場合はCISG51条と52条に特別な規定が
あり、これらの規定は 50 条に優先する 19。売主に瑕疵について責任があるかどうか、あるいは




代金減額請求権を維持するため、CISG40 条および 44 条に従って瑕疵の通知を合理的期間内にし
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は CISG50 条 1 文に従ってこの救済の権利があるため、減額する権利の放棄であると考えること
はできない 31。代金減額の意思表示は CISG27 条により発信時に効力が生ずる 32。
（4）売主の治癒権の優先
　CISG37 条あるいは 48 条の下で、売主がその後の履行によって（代替品の引渡または修理に





主はその後の履行によって治癒することができる 35。売主が CISG48 条に従って治癒を申出た時
に、買主が履行の受入を拒絶する場合も買主は代金減額請求権を有しない 36。






























い。そのわずかな価値がここで 3/4 であるため、買主は契約価格の 3/4、60 ドルの 3/4、あるいは
45 ドルを支払うことが必要であるのみである。したがって、買主は価格を 15 ドル減額できる 41。
（2）基準時
　CISG50 条の文言に明示的に示されているように、代金減額を決定するための基準時は、契約
を基礎に CISG33 条に従って確立されるべき引渡時である 42。したがって引渡後に起こる市場価
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格の変動は代金減額に影響を与えない。引渡がいつ代金減額の目的で生ずるのかについて、支配
的見解は 31 条に含まれる引渡義務を考慮に入れ、50 条の引渡を定義する 43。
　引渡は売主が契約あるいは31条の下で必要とされる行為を実行したとき生ずる。従って、もし
買主が売主のところに商品を取立に行かなければならないなら、代金減額を計算する基準時は売




























　買主は CISG45 条 1 項 b号に基づく損害賠償請求と代金減額を組み合わせることは認められる
（45 条 2項）。従って買主は CISG50 条に基づく代金減額請求をし、45 条 1項 b号の下で追加の損
害（派生的損害、鑑定費用など）を請求できる 55。
六　判例






れた。1995 年 3 月 21 日に、買主は売主に購入代金の一部、 60,000 ドイツマルクを支払った。買
主の譲受人は売主が瑕疵のある不完全な在庫を引渡し、また使用可能な状態で提供しなかったと





でなされ、遅すぎることから、買主は CISG39 条 1 項に基づき不適合を主張する権利を失った。
契約解除を宣言する権利も CISG81 条 2 項による返還を請求する権利も与えられないため、その
ような権利は譲渡され得ない。このことは CISG50 条による代金減額にも当てはまるとした。
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　CISG は買主の減額要求について期間を設定していない。CISG 50 条による買主の代金減額請




額する権利が CISG50 条により買主に与えられるかについて、CISG50 条により価格をゼロに減
額することが認められるとした。





　1993 年および 1994 年に、売主は買主とラインブレンドと呼ばれる液体の産物に関する 12 の売
買契約を締結した。1993 年あるいは 1994 年から長期間売主と買主の間の売買契約に関する問題
はなかった。
　しかし 1998 年 6 月 11 日、売主は、ラインブレンドの水銀のレベルのために買主が次の輸送を















ことを要求する CISG35 条 2 項 a号の下で分析されるべきとする。この点に関して 3つの解釈が
存在する。第 1の見解によると、35 条 2 項 a号は売主が商品性（merchantable quality）を持つ
商品を引渡すことを要求する。この解釈は CISGの起草の歴史に立ち返る。CISGの協議中契約
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（5）2005 年 3 月 2 日ドイツ連邦最高裁判所判決 60
（一）事実
　1999 年 4 月に、ドイツの買主はベルギーの売主に豚肉を注文した。商品は買主から買主の顧客
に直接引渡されることになっており、この顧客はさらに ボスニア・ヘルツェゴビナの商社に引
渡すことになっていた。商品の引渡は 1999 年 4月 15日、4月 27日と 5月 7日に分けてなされた。
売主は上記引渡について、1999 年 6月 25 日を支払期限として、それぞれ 49,106.20 ドイツマルク、
29,959.80 ドイツマルク、 49,146.75 ドイツマルクの請求書を発行した。商品は遅くとも 1999 年 6
月 4 日にはボスニア・ヘルツェゴビナに到着した。
　買主は合計128,212.75ドイツマルクのうちの35,000ドイツマルクを支払った。売主は売主の譲
受人に残債権 93,212.75 ドイツマルク（47,658.92 ユーロ）を譲渡した。1999 年 6 月に、ベルギー
で生産された肉がダイオキシンで汚染されているという疑いがベルギーとドイツで生じた。結果
として、ドイツで肉が汚染されていないことを示す証明書が提出されない限りベルギー産の肉を
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られることができたはずであるため否定する見解に分かれる 63。前述の 2005 年 5 月 23 日オース
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ケースも同じといえる 66 ことから、買主には価格をゼロに減らす権利が CISG50 条により認めら
れると考えられる。
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